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【事例１】

大分県
〇アドバイザーによる積極的な市町村へのアウトリーチ（「おせっかい型」巡回訪問）

・県自立支援協議会に設置した「市町村担当者会議」が県内の市町村自立支援協議会との接続口とな
り、助言や研修等を通じて市町村支援を行う体制を構築。

・基幹設置や拠点等整備に苦戦する市町村の状況を踏まえ、「おせっかい型」市町村巡回訪問を実施。
・宇佐市において基幹設置、地域生活支援拠点等の機能強化、協議会の体制の見直しを一体的に推進。

大分県自立支援協議会

■設置開始年：平成１９年３月

■運営（事務局体制）：大分県障害福祉課

■概要・特徴：

＜部会の構成＞

相談支援・研修部会、地域移行専門部会、こども部会を設置（別添資料参照）

＜市町村協議会との連携＞

・県自立支援協議会に設置した「市町村担当者会議」が県内の市町村自立支援協議会との

接続口となり、「相談支援・研修部会」において把握した情報に基づき、助言や研修等

を通じて支援を行う体制を構築している。

管内市町村の状況

■市町村数：１８

・基幹相談支援センター

１２市町村に設置

・地域生活支援拠点等

１８市町村に整備

・市町村自立支援協議会

全市町村に設置

（17協議会：うち共同設置

１協議会）

アドバイザー

・派遣型：５名配置

・平成29年頃から拠点等の整備が進む中、機能充実に向けてどのように動いていくか議論

となり、令和４年度から基幹設置の支援とともに拠点機能を検証する観点から、アドバ

イザーを活用しながら、積極的に市町村支援に取り組んでいる。

・アドバイザー派遣は、従来、市町村からの申請に基づき出向く形であった。市町村から

の申請型にすると熱心な地域は手を挙げるが、設置・整備に苦戦している地域は申し込

みがない傾向があることから、自立支援協議会で協議し、「おせっかい型の市町村訪

問」を提案、令和3年頃から、自立支援協議会の市町村担当者会議を通じてアナウンスし

た後にアドバイザーが訪問する形となっている。

市町村支援のポイント

離島もあるが全18市町村

でフォローしやすい地域

的メリットを活かし、ア

ドバイザーが手厚く継続

的な支援（市町村を巡回

訪問）を実施している。
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【大分県】基幹相談支援センターの設置に向けた市町村支援

全１８市町村（令和６年度～）支援対象

・R6.4月時点では18市町村中5市町のみの設置であり、基幹設置を検討する市町村においてはどの様
に設置を進めていけば良いのか相談する所が無く、また基幹設置をしている市町においても模索し
ている状態が続いており、相談できる場所が無かった。

支援のきっかけ

都道府県の取組

・令和６年度はアドバイザー及び市町村と連携し以下のプロセスで基幹
相談支援センターの設置に向けた検討を実施
STEP１．市町村に対し実態調査の実施。
STEP２．市町村自立支援協議会担当者会議で情報共有・グループワー

クによる各市町村の取組を共有
STEP３．アドバイザー派遣による市町村の個別支援
STEP４．市町村自立支援協議会担当者会議で情報共有・グループワー

クによる各市町村の取組を共有

令和６年度

・R7.4月時点では新たに7市町で基幹の設置が完了し、18市町村中12市
町が設置済み。

・令和７年度もアドバイザー派遣による個別支援と5月、9月、2月に市
町村基幹勉強会等を実施し、県全体での連携強化を実施する予定。

令和７年度

・「市町村自立支援協議会の開催実績及び開催計画等調べ」を毎年度実施し、市町村の取組状況の実態把握か
ら、意見交換・研修会等の顔の見える場の創出、アドバイザー派遣へと繋げる等、支援ツールを一体的に活
用・運用している。

・令和７年度は、未設置自治体も含め、悩みを話し合える場の提供等を目的として、個別に支援するアドバイ
ザー派遣と自治体間が連携する場の提供を進めている。

※４つのSTEPによる市町村支援の仕組みは、拠点等の整備、自立支援協議会の活性化についても同様。

取組の工夫点

今後に向けての
取組

・令和６年度に基幹設置の意向が
あった７自治体では、「どの様
に基幹のかたちを作り上げてい
くか」が課題であったが、
STEP3のアドバイザー派遣が
有効な支援につながった。

・７自治体の基幹設置のプロセス
状況が、未設置自治体の意識変
容に繋がっている。

・市町村協議会担当者会議を２回
（行政職員のみ）

・基幹市町村連携会議を２回（行
政職員と基幹職員）

・基幹・拠点市町村連携会議を１
回（行政職員と基幹職員）
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【大分県】基幹相談支援センターの設置等に向けた市町村支援

宇佐市

人口：約５２，０００人

基幹相談支援センター：
令和７年３月設置
委託（２機関共同）
①基幹相談支援センター「アーチ」
②相談支援事業所「ぬくもり暖」

・基幹相談支援センンターが始動した４月から、市の専門職2名と
総括1名が月１回、順番で各基幹、委託を巡回訪問し、主任相談
支援専門員、機能強化担当職員、部会担当職員と情報交換を
行っている。

・さらに月２回、障害福祉サービス事業所職員も加えるかたちで
「共創ミーティング」（協議会に設置）を開催し、広く関係者
と情報交換し、横のつながりを強化するための場を設けている。

現在の状況・
取組の工夫点・
今後に向けての

取組

支援による効果・変化

県のアドバイザー派遣（STEP３）
を活用することで、基幹設置に向
けた動きがスムーズに進んだ。
市協議会「相談支援部会」におい
て、市内の相談支援事業所から
「基幹設置によって、相談しやす
くなった」との評価を得ている。

宇佐市（令和６年度～）支援対象

・令和５年から、基幹相談支援センターの設置に向けて、他市町村の基幹等の視察等を通して、基幹
のあり方や設置方法について、市内の３つの委託相談事業所と市が一緒に協議を重ねてきた。

・令和６年度の県のアドバイザー派遣を契機に基幹設置に向けた取組を加速した。
支援のきっかけ

宇佐市の取組

・視察等である程度明らかになった課題等を踏まえ、令和６年度は、県
のアドバイザーの支援を受け、市と３つの委託相談支援事業所が基幹
設置に向けて検討

・基幹の人員配置、基幹設置に伴う地域生活拠点等の体制をどのように
組み立てるか等、２か月に１回のペースから徐々に間隔を詰めながら
協議を継続

・令和７年３月に２事業所の共同により、基幹相談支援センターを設置
・地域生活支援拠点等・ネットワーク運営推進事業の中の拠点コーディ

ネート事業を活用し、基幹相談支援センター（２機関共同受託）の中
の1事業所に拠点コーディネーターを令和7年度より配置

令和６年度

・令和3年度より運用を開始した宇佐市地域生活支援拠点等については、
制度の概要と現状を共有することを目的に市内の地域生活支援拠点連
携担当者や障がい福祉サービス事業所、社協、北部保健所、医療機関、
教育機関、市関係部署を対象に、県のアドバイザーによる地域生活支
援拠点等についての研修会を開催
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【大分県】（自立支援）協議会の活性化に向けた市町村支援

宇佐市自立支援協議会

・令和７年４月の基幹相談支援
センター設置を機に、「運営
会議（協議会のエンジン）」
を支える頭脳として「基幹相
談連絡会議」を新たに設置

・そのほか新たに「多領域連携
部会」「地域生活支援部会」
等を設置

支援による効果・変化

県のアドバイザー派遣（STEP
３）を活用し、基幹相談支援セ
ンターの設置に向けた取組、地
域生活支援拠点等の機能強化、
協議会の体制の見直しを一体的
に推進することで、地域づくり
に向けた機運醸成につながって
いる。

・協議会の「相談支援部会」や令和７年度に新たに設置した「基
幹相談連絡会議」「多領域連携部会」等の事務局は基幹や委託、
行政が共同で運営しており、話し合った内容を協議会の取組に
反映されるとともに、部会で出た意見が、基幹や拠点等の運営
につながっている。

現在の状況・
取組の工夫点・
今後に向けての

取組

宇佐市（令和６年度）支援対象

・令和６年度の基幹相談支援センター設置に向けた取組と同時に、市の相談支援体制の強化を目指し、
市自立支援協議会の体制の見直しを県のアドバイザーの支援のもとに実施した。

支援のきっかけ

宇佐市の取組

・宇佐市は、令和３年度以降、機能強化事業の中で、委託相談支援事業
所が協議会の「相談支援部会」の事務局や相談支援専門員の人材育成
の役割担うなど、官民協働の協議会づくりの風土を構築

・基幹相談支援センター設置に向けた委託相談支援事業所との協議の中
で、自立支援協議会の会議の内容の見直しを行い、より基幹相談支援
センターと市が連携を図れるよう、顔の見える関係の構築を目指し、
協議会に新たに「基幹相談連絡会」や「共創ミーティング」「多領域
連携部会」等を設置

令和６年度

・令和７年度の協議会のスタートにあたり、協議会に関わる人が同じ方
向を向いて取り組みたいという想いから、協議会の構成員、地域の障
害のある方、県下の委託相談、基幹、市町村担当者、県職員等に参加
を呼びかけ「キックオフミーティング」を開催

・市長に冒頭の挨拶をいただくことで、担当部・課長が異動しても歩み
を止めない決意の共有の場とするとともに、他市町村からの参加に
よって取組の横展開を企図

令和７年度
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宇佐市
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【事例２】

大阪府
〇府自立支援協議会の市町村支援の基本方針に基づき取組を展開

・地域自立支援協議会情報交換会を定期的に開催し、府内市町村の自立支援協議会担当者向けに研修
会の実施や好事例の共有、意見交換等を実施。

・アドバイザー派遣事業を核として地域自立支援協議会の課題を抽出・支援を実施する仕組みを構築。
・市町村アンケート（毎年度実施）等から市町村が抱える課題を洗い出し、「アドバイザー会議」で

支援対象・方法等を検討。府の自立支援協議会を通じてアドバイザーを派遣。
・市町村の要請に基づくアドバイザー派遣も合わせて実施。

大阪府自立支援協議会

■設置開始年：平成２４年

■運営（事務局体制）：大阪府福祉部障がい福祉室障がい福祉企画課

■概要・特徴：

＜部会の構成＞

「ケアマネジメント推進部会」「高次脳機能障がい相談支援体制連携調整部会」「就労支

援部会」「障がい者虐待防止推進部会」「地域支援推進部会」「発達障がい児者支援体制

整備検討部会」「医療的ケアを要する重症心身障がい児者等支援部会」

＜市町村協議会との連携＞

・地域自立支援協議会情報交換会を定期的に開催し、府内市町村の自立支援協議会担当者

向けに研修会の実施や好事例の共有、意見交換等を行っている。

管内市町村の状況

■市町村数：４３

・基幹相談支援センター

４０市町村に設置

・地域生活支援拠点等

４２市町村に整備

・市町村自立支援協議会

４３市町村に設置

アドバイザー

・派遣型：８名配置（専門性・得意分野を踏まえ、課題に応じて府が振り分け）

・アドバイザー派遣事業を核として、地域自立支援協議会の課題を抽出・支援の仕組みを

構築している。

・毎年度実施している市町村アンケート等から市町村が抱える課題を洗い出し、「アドバ

イザー会議」で支援対象・方法等を検討、府の自立支援協議会を通じて派遣している。

また、市町村の要請に基づくアドバイザー派遣も合わせて実施している。

市町村支援のポイント

平成29年度から地域自立
支援協議会を核とした地
域ネットワークの構築を
軸に地域自立支援協議会
が抱える課題の解決に向
けて、アドバイザーを派
遣して支援を実施してい
る。
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市町村の取組都道府県の取組

・基幹相談支援センターの設置に向
けて府に相談

・町からの相談を受けアドバイザーを
派遣。相談支援体制（三層構造）の
説明、委託相談と基幹相談支援セン
ターの役割を明確化

令和６年度
・行政と相談支援事業所が参加する

相談支援あり方検討会を開催し、
①各事業所が担う役割の検討、②
基町全体の課題について相談支援
事業所と意見交換（←基幹相談支
援センター設置にかかる仕様書案
の検討に必要となるため）

・町の相談支援あり方検討会にアドバ
イザーが月１回参加（府職員も同行）
・基幹相談支援センターの役割と必要

性をアドバイザーから説明するとと
もに、設置に向けたスケジュールや
論点整理、検討すべき事項等につい
て助言

【大阪府】基幹相談支援センターの設置に向けた市町村支援

Ａ町の概要

・府内では比較的、小規

模な自治体

・相談支援事業所：３か

所（うち２か所が委託相

談）

・令和８年度の基幹相談

支援センター設置を目指

し町内で検討中

・アドバイザーにより、三層構造の意味、基幹相談支援センターの役割、継続的な支援の体制のあり方
等についての説明や整理等の支援を実施。これまでの支援によって、現時点においては、各事業所
が抱える悩み、行政が抱える悩みについて一旦、交通整理ができた段階にある。今後は、課題に対
する双方の考え方等を踏まえつつ、一緒に考えていく機運を醸成していき、進捗状況等を確認した
上で、アドバイザーから具体的なプランニングについて提案する方向で検討中。

・基幹相談支援センターの設置に向けた動きが進む中、特に設置に向けた初動段階で苦戦している自治
体に対して、議論のきっかけをつくることが重要である。直面している課題全体を俯瞰し、自治体
内における官民の関係者の仲介者として府及びアドバイザーによる地道なサポートが不可欠である。

現在の状況・
取組の工夫点・
今後に向けての

取組

Ａ町（令和６年度）支援対象

大阪府の基幹相談支援センター設置率は令和６年４月時点で86％であった。未設置のＡ町では、行
政と委託相談、指定特定事業所との間で役割分担が不明確であるとともに、行政とそれら事業所と
の間で設置に向けた検討の機会が整っておらず、両者が連携した支援を実施する体制に至っていな
い状況があることから、Ａ町から府へ相談があった。

支援のきっかけ

9



【大阪府】地域生活支援拠点等の整備に向けた市町村支援

都道府県の取組

・府自立支援協議会の地域支援推進部会に設置している「基盤整備
ワーキンググループ」において市町村の地域生活支援拠点等の整
備促進に向け議論。

平成28年度～

・緊急時の受入機能を備えるところから支援に着手。ワーキングで
作成した報告書「地域生活支援拠点等の整備促進に向けて」を市
町村へ発出。当面整備すべき機能として２４時間の受付体制や緊
急時の受入れを提示。

平成28年度

・ワーキングで、拠点等に関する府の考え方を示した「地域生活支
援拠点等の整備促進に向けて」を作成し、市町村へ発出。まず取
り組むべきこととして、①緊急時の定義づけ、②登録制の導入、
③緊急時の体制整備に向けたネットワークの構築を提案。

令和元年度

・地域生活支援拠点等の担当の市町村と拠点を担う基幹相談セン
ターや事業所等を対象に、拠点の理解促進や、自治体ごとの情報
共有、相談しやすい関係づくりを目的に意見交換会を実施。自治
体による発表やグループワークを実施。

・令和６年度、拠点等の各種機能の整備状況や地域生活支援拠点等
コーディネーター、拠点の運用状況の検証等について議論。

令和３年度～

全４３市町村（平成２８年度～）支援対象

・市町村からは、「府は、何をもって（拠点等を）整備したと捉えているのか」「どのような機能を
必要とするのかを、いかなる根拠に基づいて判断すれば良いのか分かりづらい」「（拠点等の）整
備された姿をイメージすることが難しい」といった声が挙がっていた。それらを踏まえ、府として、
地域生活支援拠点等の整備の推進・強化を図る必要があった。

支援のきっかけ

・令和７年４月１日時点で、４２市町村が整備済となり、今後、拠点の各種機能を充実させていく段階。
・意見交換会（自由参加）は、やる気があるところは集まるが、もう少し積極的に参加を促す取組も必要

がある（令和６年度の参加市町村は３２）。未参加の自治体が支援のアプローチの対象にもなる。
・基盤整備促進ＷＧは、地域移行を促進していくための基盤整備促進という大きな枠組みで議論しており、

検討項目の一つとして拠点の整備がある。検証を進める目的で府のホームページに内容を公表しており、
今後、こうしたツールを活用し、より一層、市町村の取組を推進させる方法を検討しているところ。

今後に向けての取組

拠点整備・運用状況の検証

【検証に向けた支援】
・府自立支援協議会の地域支

援推進部会に設置している
「基盤整備促進ＷＧ」にお
いて、地域生活支援拠点等
の機能の充実及び運用状況
の検証・検討の推進に向け
て議論。

・各市町村の拠点等の運用状
況の検証・検討が進められ
るよう、市町村アンケート
により把握した検討状況を
府ホームページで公表。

※設置４２市町村中３５市町
村が実施
うち緊急時の受入実績：
１４市町村

10



市町村の取組都道府県の取組

・自立支援協議会の運営状況や相
談支援体制等について、当該市
へヒアリングを実施。

令和６年

・現在の相談支援体制等に関して、
市担当課（＝基幹センターを運
営する課）と委託相談支援事業
所を含めて、現状把握と事業検
証を実施。

・アドバイザーを派遣し、行政と
基幹相談支援センター受託事業
所の役割を各関係機関と共有し
たうえで、委託相談支援事業所が
抱える課題の聞き取りを実施。

・相談支援体制における三層構造
の役割分担の整理、確認。

・個別課題の事例検討、地域課題
の抽出プロセスの実践、各委託
相談支援事業所からの事例をア
ドバイザーの助言により検討。

【大阪府】（自立支援）協議会の活性化に向けた市町村支援

Ａ市

人口：約７７，０００人

基幹相談支援センター：設置

地域生活支援拠点：整備

支援による効果・変化

以前は、一つひとつの事例検討に

時間がかかっていたが、アドバイ

ザーの指導で、方法・手順等が整

理され、検討に要する時間が半分

程度になり効率化できた。

また、委託により基幹相談支援セ

ンターを設置するにあたり、委託

相談との役割分担を明確にする必

要があったが、アドバイザーの支

援により、設置にむけた準備がう

まく進みつつある。（Ａ市）

・令和７年度も引き続き月１回の訪問による支援を継続している。
相談支援体制の現状を検証し、現在、課題抽出を行いながら、
市、基幹、委託事業所、主任相談支援専門員の役割を整理して
いるところ。

・今後の役割分担や協議会の運営方法についても、引き続き、体
制整備と円滑な運営につなげていく予定である。

現在の状況・
取組の工夫点・
今後に向けての

取組

Ａ市（令和６年度）支援対象

・府自立支援協議会では平成29年度から各地域自立支援協議会の抱える課題の解決に向けアドバイ
ザーを派遣し支援する取組を実施。

・Ａ市では、自立支援協議会の効果的な運営、特に協議会の役割である地域課題の抽出や解決方法
の検討について不十分であり、基幹相談支援センターを委託するにあたり、その役割を整理し、
明確にする必要があった。

・相談支援体制における三層構造の役割や事業内容、行政と委託事業者の間における役割分担の明
確化、円滑かつ効率的な体制構築をどのように行えば良いか等、Ａ市から府へ相談があった。

支援のきっかけ
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大阪府障がい者⾃⽴⽀援協議会（親会）

方 向 性

地域⽀援推進部会（基盤整備ＷＧ）

ケアマネジメント推進部会

障がい者虐待防止推進部会

就労⽀援部会

【地域⽣活を⽀える権利擁護】

【就労等を通じた⾃⽴⽀援】

政策課題への対応

高
次
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機
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整
部
会
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地
域
⽀
援
推
進
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（
精
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が
い
者
地
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移
行
推
進
Ｗ
Ｇ
）
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医療的ケアを要する重症⼼⾝障がい児者
等⽀援部会

連絡調整

障がい種別ごとの対応

【大阪府全域における⽀援体制の整備】 
 

⼤阪府障がい者⾃⽴⽀援協議会（親会）と各部会の機能分担⼤阪府障がい者⾃⽴⽀援協議会（親会）と各部会の機能分担

【地域⽣活を⽀えるサービス基盤の整備】
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【事例３】

高知県
〇行政（県担当部署）による積極的な市町村へのアウトリーチ

・県自立支援協議会「相談支援体制づくり部会」が市町村自立支援協議会との接続口となり課題共有。
・県担当部署の適格な現状分析のもと「相談支援アドバイザー事業」を通じて、市町村に対する個別

支援を実施。アドバイザーは各市町村の自立支援協議会に参加、「アドバイザー連絡会」（県担当
者も参加）で情報共有。

・中土佐町、四万十町において、共同で地域生活支援拠点等の整備のあり方を検討。

高知県自立支援協議会

■設置開始年：平成２０年１月

■運営（事務局体制）：直営（事務局：高知県障害福祉課）

■概要・特徴：

＜部会の構成＞

相談支援体制づくり部会、人材育成部会、子ども支援部会、就労支援部会、強度行動障

害支援部会（別添資料参照）

＜市町村協議会との連携＞

・県自立支援協議会の「相談支援体制づくり部会」が市町村自立支援協議会・専門部会と

の接続口となり、課題を共有し、広域的な整備を検討する。

・「相談支援体制づくり部会」の活動は「相談支援アドバイザー事業」を通じて、市町村

に対する個別支援として具体化する。

管内市町村の状況

■市町村数：３４

・基幹相談支援センター

１４市町村に設置

・地域生活支援拠点等

１４市町村に整備

・市町村自立支援協議会

３４市町村に設置

アドバイザー

・配置型を基本として派遣型運用も可能：７名配置
・県では「相談支援体制づくり部会」で市町村の協議会活性化を一つのテーマにしており、
アドバイザーは、各市町村の自立支援協議会に参加し、協議会の活動状況に関する情報収
集を行っている。

・収集した情報は、概ね３ケ月に１回開催する「アドバイザー連絡会」（県の担当者も参
加）で共有するとともに、県自立支援協議会の「相談支援体制づくり部会」においても共
有される（メンバーはほぼ重複する）。

市町村支援のポイント

県障害福祉課が市町村へ
のアウトリーチを積極的
に実施し、アドバイザー
事業等による市町村支援
につなげている。
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都道府県の取組

・県内の市町村の状況を把握するため、基幹設置に向けた検討資料を作
成の上、未設置市町村と１対１でZoomで意見交換（委託設置を検討の
市町村は財政担当者にも参加してもらう）

・設置要綱、委託契約書のひな型を県で作成し提供

令和５年度

【高知県】基幹相談支援センターの設置に向けた市町村支援

全３４市町村（令和5年度～）支援対象

・前障害福祉計画で県内全域での設置を目標としていたが県として取組が進んでいなかった。
・未設置の市町村の中には、設置に向けた検討がされておらず、基幹相談支援センターの役割や必要

性についての理解がされていない市町村もあった。
支援のきっかけ

・協議会の部会の意見を踏まえ、８つの圏域ごとに複数市町村に集まっ
てもらい意見交換会を開催。市町村同士の情報交換・意見交換も実施

・設置意向調査（年２回）の実施、予算に係る市町村からの相談対応
令和６年度

・市町村向けの研修会を開催した後、設置を前向きに検討しているいく
つかの市町村に対し個別支援を実施予定

令和７年度

・コロナ禍＋人事異動により県の協議会等の活動が止まり、市町村の状況を把握できていなかったことや、
基幹設置・拠点整備に向けた支援に当たって、現状把握が不十分のまま「法改正によって努力義務と
なったので整備を」といった形のアナウンスに止まっていた。そこで、市町村との意見交換会を開催す
ることで、市町村（圏域）の現状と課題について聞き取りを行った。

・市町村において具体的な検討ができるよう、検討資料や要綱等のひな形を県で作成するとともに、市町
村における予算要求に際して、補助金の活用についての相談対応を適宜実施している。

・基幹設置が完了している市町村については、県主催で連絡会を開催し、機能強化や情報共有を図ること
を検討している。

・相談支援の報酬制度や加算等の活用についても各市町村に情報提供をしていけるよう検討している。

取組の工夫点・
今後に向けての取組

取組内容を県自立支援協議会の相
談支援体制づくり部会に報告した
ところ、「設置が目的とならない
ように」「トップダウン型ではな
くボトムアップ型で市町村に寄り
添いながら体制整備の支援をして
いくべき」との意見があった。

各市町村の現状と課題を把握する
ことができた。
参加した市町村も、他の市町村と
の意見交換により、どんなことで
躓いているのかなどを共有するこ
とができた。
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市町村の取組都道府県の取組

・機能強化加算を取るためには、前
提として地域生活支援拠点の整
備が必要であることを確認

・「複数事業所の協働による機能強
化加算」の勉強会において、制度
の概要や必要となる要件等を説明

Ｒ７年２月

【高知県】地域生活支援拠点等の整備に向けた市町村支援

中土佐町

人口：約５，２００人

相談支援事業所：１か所

基幹相談支援センター：

直営・単独設置

四万十町

人口：約１４，０００人

相談支援事業所：２か所

基幹相談支援センター：未設置

支援による効果・変化

２町の協議の場を持つことができ

たことで、地域の相談支援事業所

と設置に向けた具体的な検討を行

うことができた。（中土佐町）

県や相談支援事業所と一緒に協議

することで現状の整理方法や今後

必要となる論点（共同設置・単独

設置、拠点登録等）が明確になっ

た。第三者の立場から意見をもら

うことができた。（四万十町）

・未整備市町村において具体的なイメージを持ってもらうため、中土
佐町・四万十町における検討プロセスを他市町村にも横展開するこ
とを検討している。

・拠点整備が完了している市町村については、県主催で連絡会を開催
し、機能強化や情報共有を図ることを検討している。

取組の工夫点・
今後に向けての

取組

中土佐町、四万十町（令和6年度）支援対象

・人材確保が困難であるという課題に対する方策について以前から相談支援事業所（中土佐町１
か所、四万十町２か所）で情報交換・意見交換を行っていた。

・「複数事業所の協働による機能強化加算」について勉強会をしてほしいとの相談が事業所から
県にあった。

支援のきっかけ

・第２回検討会を開催
・障害福祉計画上で令和８年度末ま
での整備を目標として検討中。

・２町による第２回検討会に参加Ｒ７年６月

・情報を参考にしながら拠点整備の
体制について相談支援事業所で案
を作成

・県内の拠点整備済市町村の体制情
報の一覧を作成・提供

Ｒ７年３月

・第１回検討会を開催
・拠点整備の案をもとに意見交換

・２町による第１回検討会に参加。
既整備自治体の要綱や各種様式を
参考として提供

Ｒ７年４月
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都道府県の取組

・県自立支援協議会（相談支援体制づくり部会）にて、「（自立支
援）協議会の設置・運営ガイドライン（案）」の内容を確認しな
がら、県による市町村協議会の活性化に向けた支援策を検討

Ｒ６年１月

【高知県】（自立支援）協議会の活性化に向けた市町村支援

・基幹相談支援センターが各市町村の協議会の運営に関与し、地域生活支援拠点の運営状況も含めた地
域課題を把握してもらうことを期待する。

・そのうえで、県主催で基幹相談支援センター連絡会を実施し、各市町村の相談支援体制等の現状を把
握し、県協議会において課題解決に向けた検討が行える体制を構築していきたい。

取組の工夫点・
今後に向けての取組

全市町村（令和6年度）支援対象

・コロナ以降、協議会が数年開催されていない市町村がある、また、開催されている市町村でも
協議会が「検討の場」ではなく「単なる報告会」になってしまっているという状況について、
圏域に配置している相談支援アドバイザーから報告があった。

支援のきっかけ

・「（自立支援）協議会の設置・運営ガイドライン」（令和６年３
月厚生労働省）の内容を基に、市町村自立支援協議会の進め方
（ひな形）やセルフチェックシートを県で作成し、市町村に提供。

・市町村協議会の開催状況等の現状把握のためアンケート調査を実
施。

Ｒ６年４月

・市町村へのアンケートで、県から提供したひな形やセルフチェッ
クシートの活用状況を調査したところ、複数の市町村から「協
議会の機能強化に向けた運営の見直しに活用した」という回答
があった。

Ｒ６年12月

セルフチェックシート
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【事例４】

沖縄県
〇圏域アドバイザー、コラボレーター、圏域推進員が圏域単位で市町村を支援

・県内５圏域に「圏域自立支援協議会（事務局：福祉事務所）」を設置。
・県自立支援協議会に「圏域アドバイザー連絡会議」を設置。課題を共有し、圏域アドバイザー（北

部、中部、南部）が圏域単位で市町村を訪問（島しょ部の圏域（宮古、八重山）もカバー）。
・西原町（南部圏域）の基幹相談支援センターのあり方を検討（直営から委託に移行）。
・支援プロセス通じて、コラボレーターを次期圏域アドバイザーとして育成。

沖縄県自立支援協議会

■設置開始年：平成１９年４月

■運営（事務局体制）：沖縄県生活福祉部障害福祉課

■概要・特徴：

＜部会の構成＞

圏域アドバイザー連絡会議、相談支援・人材育成部会、住まい・地域支援部会

＜市町村協議会との連携＞

・県自立支援協議会と圏域内の市町村自立支援協議会の接続口として、県内５圏域（北部、中

部、南部、宮古、八重山）に、圏域自立支援協議会（事務局：福祉事務所）を設置している。

・事務局機能を発揮するため、圏域アドバイザー、コラボレーター（アドバイザーの補佐）、

圏域推進員が福祉事務所と連携し、市町村の情報共有、課題の集約、部会議事事項の整理を

行い、各部会の活動をサポートしている。

管内市町村の状況

■市町村数：４１

・基幹相談支援センター

２６市町村に設置

・地域生活支援拠点等

２２市町村に整備

・市町村自立支援協議会

３５市町村に設置

アドバイザー

・月１回開催する圏域アドバイザー連絡会議において、圏域ごとの課題の共有や、県全体で協

議すべき事項を整理する。また、市町村に直接入り、1年を通じて協議会、基幹、拠点に対

する助言を行っている（宮古、八重山の離島圏域はアドバイザーが不在のため、３名のアド

バイザーを派遣している）。

・コラボレーターは次期アドバイザーであり、活動を通じて人材を養成する形になっている。

・また、県の自立支援協議会の下に設置した圏域自立支援連絡会議にアドバイザーが配置され、

福祉事務所と連携し会議の運営を行っている。アドバイザーの下に推進員を置き、福祉事務

所のサポートとアドバイザーの補佐を行うことで圏域単位の会議の充実を図っている。

市町村支援のポイント

アドバイザーの人材育成

の仕組みを組み込んだ

「圏域アドバイザー、コ

ラボレーター、圏域推進

員」の３層の体制により、

圏域単位で離島・小規模

市町村を支援している。

18



【沖縄県】基幹相談支援センターの設置等に向けた市町村支援

・県が収集した情報は整理し、取りまとめた上で、適宜、全市町村にフィードバックしている。
・全県を対象とした研修や各種事業の目的、意図を圏域単位の取組として引き継ぎ、地域の実情、実

態に応じた支援、圏域内・圏域間の連携を図りながら推進する体制となっている。
・基幹相談支援センターが未設置、また、地域生活支援拠点等が未整備の市町村に対しては、引き続

き、制度や運営方法に関する助言等、設置・整備に向けた具体的な支援を継続的に行っていく。

取組の工夫点・
今後に向けての取組

全４１市町村（令和６年度）支援対象

・41市町村中15市町村が離島自治体であるため、基幹相談支援センターの設置及び地域生活支援拠点
等の整備について、圏域単位の検討を促進する必要がある。

支援のきっかけ

地域生活支援拠点等基幹相談支援センター

・協議会ワーキングにおいて研修内容の検討10月

・市町村向職員け地域生活支援拠点等整備・運
営に係る研修会開催（１日）

11月

・研修時の質疑応答をＱ＆Ａに整理
・協議会ワーキングにおいて課題整理、連

絡会内容の検討
12月

・取組が進んでいる市町村に拠点整備状況シー
トの作成を依頼

・アドバイザー連絡会議において課題整理、
連絡会内容の検討

１月

・市町村アンケート実施（整備状況調査）
・市町村アンケート実施（設置状況調査）
・基幹相談支援センター連絡会・基幹相談

支援センター設置に向けた意見交換会
２月

・好事例集とQ＆Aををまとめて地域生活支援拠
点に関する手引きとして全市町村に配布

・連絡会資料、アンケート結果を取りまと
めて全市町村に展開

３月

都道府県の取組

・国の予算等を活用した県主催の研修等の企画・実施
①市町村職員向け地域生活支援拠点等整備・運営に係る研修（令和６年11月）
②沖縄県基幹相談支援センター連絡会及び基幹相談支援センター設置に向けた意見交換会の実施（令和７年２月）

令和６年度

圏域単位の取組へ展開

・県の研修会等を受けて、
各圏域自立支援連絡会議の
相談部会で、研修会を振り
返り、圏域アドバイザーと
圏域のリーダーが検討、調
整し、取組の体制や進捗が
芳しくない市町村に圏域ア
ドバイザーが出向き、助言
をする体制をとっている。

※圏域アドバイザー連絡会
を毎月開催（チームとして
各地域の課題、支援のノウ
ハウを共有）。

⇒地域に求められるアドバ
イザー機能のメンテナンス。
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北部圏域８町村の取組県・北部圏域の取組

・複数町村（８町村）の関係者の協議を
経て、8市町村が共同で複数事業所
（３事業所）へ基幹相談支援センター
に業務の委託を決定。

・令和7年4月、人口規模、相談支援専門
員、主任相談支援専門員の配置状況を
勘案し、北部圏域8町村において単独
契約・共同設置の形で基幹相談支援セ
ンターを設置。

・県が実施してきた基幹相談支援センター
設置に向けた研修会において、未設置市
町村が具体的なイメージを持つことがで
きるよう、設置済み市町村の情報を提供。

・圏域アドバイザーが市町村自立支援協議
会（相談部会）へ参加し、行政担当者、
委託相談支援事業者と基幹相談支援セン
ター設置に向け継続的に協議。

【沖縄県】圏域自立支援連絡会議、圏域アドバイザーによる市町村支援

・小規模市町村の特徴として、障害福祉担当者が他の業務との兼務が多く、状況によっては障害福
祉に関する事項が後回しになってしまうことがある。

⇒そこで、圏域アドバイザーが各町村を個別訪問し、自立支援協議会（相談部会）に参加。国や県、
他市町村の情報を提供するとともに、基幹相談支援センター設置に関する事項を検討議題に上げ、
協議の場において伴走的な支援を継続していく。

取組の工夫点・
今後に向けての取組

北部圏域（９市町村（１市８町村））支援対象

・北部圏域は、９市町村で離島が３つあり、名護市（人口６万人）は基幹を単独設置をしているが、
人口の少ない離島も含めた８町村でどのように基幹を設置していくかが課題となっていた。

支援のきっかけ

北部圏域

人口：約１０万人

９市町村（１市８町村）

名護市は人口約６万人、

８町村（離島３）は人口の少ない

地域（人口：約３万９千人）

・国頭村 4,504人

・大宜味村 3,044人

・東村 1,752人

・今帰仁村 9,364人

・本部町 13,002人

＜離島＞

・伊江村 4,366人

・伊平屋村 1,213人

・伊是名村 1,308人

＜市町村自立支援協議会の活用＞
・基幹相談支援センター設置、地域生活支
援拠点等整備については、市町村自立支
援協議会相談部会等で協議を続けてきた。

・人口規模の少ない町村部でもできること
はなにか等、絶えず話題にすることに
よって、行政担当者、相談支援専門員の
意識付けを行うことができた。

＜相談支援体制整備の強化＞
・また、市町村自立支援協議会「人材育
成部会」では、基幹を中心に市町村と
連携し、人材育成を実施（個別事例か
ら地域づくりを検討）

⇒「事例検討で行政と事業者がつながり
やすくなっている」（市町村の声）
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【沖縄県】圏域自立支援連絡会議、圏域アドバイザーによる市町村支援

中部圏域

人口：約５２万人

１１市町村（３市３町５村）

３市で約３６万人、圏域の７割

を占める

町村は、約４万人（読谷村）か

ら約６千人（宜野座村）となっ

ている

・相談支援専門員の定着率に課題がある中、基幹未設置の市町村への支援をどのように進めて
いくかが課題である。また、設置済みの市町村では人材育成と世代交代が課題となる。

⇒現在の委託相談の経験者（相談支援専門員）が基幹を引き継ぐことになるが、その際、委託
相談の空洞化が懸念されることから、早急に２～３年の時間をかけて、委託相談の人材育成
と定着のための仕組みづくり、また、そのための自立支援協議会事務局機能の強化を目指す。

取組の工夫点・
今後に向けての取組

中部圏域（１１市町村（３市３町５村））支援対象

・圏域内の市町村では、従来、委託相談の契約の中に自立支援協議会の運営を謳っている場合が多く、
基幹相談支援センターの役割と委託相談の役割の相違が分かり難くなるとの懸念から設置の出足が
遅かった。また、地域生活支援拠点等の整備については５つの機能を一体的に整備する必要がある
とのイメージが強く、なかなか拠点の整備が進まない状況があった。

支援のきっかけ

市町村の取組県・中部圏域の取組

・圏域連絡会議の発足にあわせて、各
市町村の地域自立支援協議会におい
て圏域連絡会議と同様の部会を設置。
圏域と市町村が連動した包括的な支
援体制の構築が進展。（H30年頃）

・自立支援協議会の機能強化を支える
基幹相談支援センターの設置が進む
中、小規模市町村において人材の確
保と体制整備が進まない状況（H1～
H7）。

・県自立支援協議会「相談支援・人材育成部
会」のケアマネワーキングにおいて市町村
職員向けの新任者研修会を企画。

⇒異動してきた担当職員を対象に、毎年６月
～７月に開催。行政、基幹、委託相談の役
割・機能等の理解促進。

・「相談支援・人材育成部会」で年２回の相
談支援専門員を対象とする研修会を実施。

⇒相談支援専門員に対する適切なフォロー
アップとリーダー育成の体制の構築。

・相談支援専門員の定着率の悪さ（3年
程度でリタイアするケースが多い）に
対する危機感が、基幹設置の必要性の
理解と意識転換の契機となる。

・圏域アドバイザーが圏域相談支援部会
の開催や市町村巡回を通じて、拠点の
整備状況の確認、拠点の概念と必要性
を説明。地域の複数法人の共同企業体
による基幹の受託方式等について紹介。
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市町村の取組県・南部圏域の取組

・県自立支援協議会や圏域自立支援連絡
会、全体会や部会を対面とオンライ
ン開催によって、離島町村の参加が
定着。

・粟国村が本島内の相談支援事業所に委
託し、3年かけて自立支援協議会を立
ち上げている。

・粟国村が伊江村を視察、交流を行った。
・西原町、南風原町、与那原町、八重瀬

町が連携を深め、４町会議を定期的
に開催。

・県協議会、圏域連絡会から圏域内市町村
に対して情報発信、説明会の実施、アド
バイザーの巡回訪等、連続的な一連の支
援を通じて、先駆的に取り組んでいる市
町村の紹介、市町村間のネットワークづ
くりに向けた「繋ぎ」。

【沖縄県】圏域自立支援連絡会議、圏域アドバイザーによる市町村支援

南部圏域

人口：約７４万人

１６市町村（周辺離島町村を含

め５市５町６村）

本島内で９市町村、離島で７町村

中核市の那覇市（人口約３０万

人）から渡名喜村（約３３０人）

まで人口規模の開きが大きい圏域

・町村には基幹相談支援センターを直営で設置するところが多く、行政が抱え込んでしまい、現場
とうまく連携が取れない等の課題がある。

⇒自立協議会の中で「どんな相談支援体制をつくっていくか、そのために委託運営を含め、どのよ
うな基幹運営があり得るのか」等を議論し、計画的、段階的に取り組めるよう助言と伴走的支援
を続けている（西原町を参照）。また、引き続き離島町村への支援のさらなる充実をめざす。

取組の工夫点・
今後に向けての取組

南部圏域（１６市町村（５市５町６村））支援対象

・南部圏域は、町村・地域が基幹設置や拠点整備について「何から着手するのがよいかかわからな
い」町村が多かった。情報の不足、行政、委託相談、計画相談それぞれの共通理解を図っていくか
が課題であった。

支援のきっかけ

・基幹相談支援センターは協議会の中で
話し合い、直営から委託に代わってい
るところ、複数の事業所に委託をした
ところ等がある。

・地域生活拠点部会を立ち上げ、モデル
事例をあげて話し合っている市町村が
ある。

・行政が単独で決定し、スタートした基
幹センターは、現場の計画相談員と上
手く連携が取れないことが多い。

⇒基幹相談支援センター・地域生活支援
拠点を整備する前に市町村自立支援協
議会で十分話し合うことの重要性につ
いて、市町村に継続的に提案。

４町会議

22



【沖縄県】基幹相談支援センターの設置等に向けた市町村支援

西原町

人口：約３５，０００人

■基幹相談支援センター：設置

平成３１年（単独：令和７年度

より委託）

■地域生活支援拠点：整備

令和３年度（単独：面的整備）

■自立支援協議会：設置

平成２４年度（単独：直営）

・令和7年度から基幹運営を委託した相談支援事業所では人員体
制を強化するとともに、委託相談との役割分担と連携、行政と
の協働による運営体制づくりを意識的に推進している。

⇒基幹相談支援センターが中心となり自立支援協議会（各専門部
会）で課題の抽出、対応策の検討・取り組むことにより、地域
事業所の人材育成・スキルアップと連携を強化していく。

取組の工夫点・
今後に向けての

取組

支援による効果・変化

基幹相談支援センターのあり方
の検討に当たって、圏域アドバ
イザーが町自立支援協議会の委
員として参加することで、町直
営の現状と課題の整理と委託の
方向性について議論が進んだ。
特に、基幹の委託に際して、町
内事業所の主任相談支援専門員
の知見を活用しながら基幹の事
業を展開することが重要である
との助言を受けることができた。

西原町（南部圏域）支援対象

・地域の相談支援体制の整備に関連して「指定特定相談支援事業所間一体的管理運営」の協定締結に
係る実務上の課題等について、相談支援事業所と行政が議論する場が持てない状況にあった。また、
自立支援推進協議会においては、地域課題の抽出から対応策の検討に向けた手順が十分に確立され
ていなかった。

支援のきっかけ

西原町の取組

・指定特定相談支援事業所間一体的運営管理に関する理解を促すため、町
と事業所で勉強会等を開催し利点の確認等を行う。

令和６年度
～

・地域へ行政と基幹相談が出向き、顔の見える関係をつくり、地域より声
をだしやすい地域体制を整える。

・自立支援推進協議会の進め方の検討及び個々の課題から地域課題を抽出
できる体制づくりの推進（今後）。

西原町自立支援協議会の活動

・基幹相談支援センターと市町村（自立支援協議会事務局）が月1回定例会を持ち、自立
支援協議会の各専門部会の運営に関する打ち合わせ、拠点についての役割分担の確認
等を実施。

・地域拠点等の整備に関する理解促進のための説明会を実施。
・令和７年度より登録事業所を増やすため、相談部会で協議し、利用者登録、事業者登

録までのステップの可視化とアプローチ方法について検討。
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【事例５】

新潟県
〇地域のネットワークを活かした福祉圏域を単位とした持続的な支援体制の再構築
・県自立支援協議会に専門アドバイザー等が参加する「圏域部会（連絡調整会議）」を設置、市町村

自立支援協議会との接続機能を担う。
・基幹相談支援センターの設置の進展を踏まえ、令和４年度から市町村の要請に基づく派遣型専門ア

ドバイザーへ変更。
・専門アドバイザーが築いてきた地域のネットワークを活かし、基幹相談支援センター、市町村職員、

専門アドバイザーとの連携による地域づくりを圏域単位で主体的に推進していく体制を再構築。

新潟県自立支援協議会

■設置開始年：平成１８年

■運営（事務局体制）：新潟県障害福祉課

■概要・特徴：

・県自立支援協議会の担当者会議において、圏域の課題を抽出、共有し本会につなげる。

＜部会の構成＞

・圏域部会（連絡調整会議）、精神障害者支援体制構築部会、就労支援部会、療育支援部

会、権利擁護部会、研修企画ＷＧ

＜市町村協議会との連携＞

・県自立支援協議会と福祉圏域内の市町村自立支援協議会の接続口として、県内７圏域に、

連絡調整会議（本会議と複数の部会で構成）を設置している。

管内市町村の状況

■市町村数：３０

・基幹相談支援センター

１６市町村に設置

・地域生活支援拠点等

２４市町村に整備

・市町村自立支援協議会

３０市町村に設置

アドバイザー

・派遣型：２４名配置（登録制：相談支援体制整備、発達障害者地域支援体制整備、障害

児等療育支援体制整備、精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築、権利擁護体

制整備、強度行動障害支援体制整備、リハビリテーション支援体制整備の７部門）

・基幹相談支援センターの設置が地域で進んでいなかった時代は、県内の７つの圏域に専

門アドバイザーを配置（平成１９年度～）していたが、地域に相談支援の中核を担う基

幹相談支援センターの設置が進んできたことから、令和４年度からアドバイザー登録制

とし、市町村の要請に応じて派遣する派遣型へ切り替えた。

・専門アドバイザーは、圏域の連絡調整会議や相談支援部会等に参加し、基幹や拠点と連

携し、相談支援体制に係る課題に取り組む。

市町村支援のポイント

これまで作り上げてきた

専門アドバイザーと地域

のネットワークを活かし、

福祉圏域を単位とした安

定的・持続的な支援体制

の再構築を進めている。
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【新潟県】アドバイザー制度の見直しによる市町村支援

・連絡調整会議は、市町村自立支援協議会の課題を洗い出し、圏域単位で情報を共有する。さらに圏域
の課題は、県自立支援協議会の圏域部会で共有される。

・圏域、市町村によって取組に差がある。市町村の文化、今まで積み重ねてきた圏域の歴史を尊重した
うえで、各圏域の下地を活かし、主体的な取組を支援する専門アドバイザー制度の構築をめざす。

取組の工夫点・
今後に向けての取組

連絡調整会議、市町村支援対象

・地域に相談支援の中核を担う基幹相談支援センターの設置が進んできたとを踏まえ、これまで専門
アドバイザーが築いてきた地域のネットワークを活かした地域づくりを圏域単位で主体的に推進し
ていくための体制を再構築する必要があった。

支援のきっかけ

下越圏域の取組事例アドバイザー制度

〇市町村障害者基幹相談支援センター：新発田市（Ｒ２年
４月設置）、胎内市（Ｒ３年４月設置）

＜下越圏域障害者地域生活支援連絡調整会議＞
・事務局会議、４部会（療育部会、地域移行支援部会、相

談支援部会、事業所部会）、就労支援連絡会議などで
構成

■配置型専門アドバイザー（圏域センター）
・療育部門（～Ｒ３年度）
・相談支援部門（～Ｒ３年度）
・地域移行部門（～Ｒ３年度）

※専門アドバイザーは、２０名配置（７圏域合計）

Ｈ１９年度
～Ｒ３年度

〇障害者基幹相談支援センター：村上市（Ｒ４年４月設
置）

＜下越圏域障害者地域生活支援連絡調整会議＞
・地域に基幹相談支援センターの設置が進みつつあるこ

とを踏まえて、部会を３つ（相談支援部会、療養部会、
にも包括部会）に集約するなど、組織を再編

・「相談支援部会」を中心に専門アドバイザー、市町村、
基幹、拠点等が連携して取り組む体制と機運を醸成

■派遣型専門アドバイザー
※配置型専門アドバイザー（圏域センター）廃止

・７部門の専門アドバイザーを本庁で登録。地域の
実状に応じて、相談支援拠点が調整し派遣

※配置型アドバイザーは、派遣型に移行、新たに適
任者を選出し、２４名体制

Ｒ４年度～
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都道府県の取組

・令和６年度から、基幹相談支援センターと地域生活支援拠点等の設置・整備促進に向けた市町村担当者会
議を実施している。

・市町村、圏域によって状態は様々であることから、国が行っている全国ブロック会議だけではなく、新潟
県単独の取組として、新潟県内の好事例を収集、共有し、基幹の設置や地域生活支援拠点等の整備促進の
参考情報を提供し、市町村の体制の維持・強化を図っている。

Ｒ６年度～

【新潟県】基幹相談支援センターの設置等に向けた市町村支援

全３０市町村支援対象

・基幹相談支援センターの設置効果、設置のための行程や方法が分からず、設置に踏み切れない市町
村があった。

・地域生活支援拠点等の整備の効果、整備のための行程や方法が分からず、整備に踏み切れない市村
があった。

・基幹相談支援センター及び地域生活支援拠点等の設置・整備後の検証や評価、改善に向けた取組を
進める必要があった。

支援のきっかけ

支援による効果・変化

市町村を対象に県独自の研修の
場（市町村担当者会議における
県内好事例の共有）を設けるこ
とで、各市町村の現状のふり返
りや他自治体との情報共有につ
ながった。

・基幹相談支援センターと市町村（自立支援協議会）が連携して市町村ごとの強みや地域課題
等を把握し、課題解決に向けて取り組むとともに、圏域単位でも情報共有しお互いをサポー
トしながら、市町村の単位を超えた広域的な体制整備を進めていくことに期待する。

・基幹相談支援センターや地域生活支援拠点等の設置状況及び人口規模に配慮したグループ分
けを行った上で、意見交換会を実施した。

取組の工夫点・
今後に向けての取組

市町村の取組県の取組

・下越圏域において、職員の資質
向上やネットワークの強化を目
的として、他県から講師を招聘
し、研修を実施

（令和８年度予定）

・基幹相談支援センター及び地
域生活支援拠点等の設置・整
備促進に向けた市町村担当者
会議を実施し、県内の取組の
好事例の共有 （令和６
年度）

Ｒ６年度～
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【新潟県】（自立支援）協議会の活性化に向けた市町村支援

下越圏域

・６市町村（３市１町２村）

・圏域人口：約１８８，０００人

・新潟県新発田地域振興局、

新潟県村上地域振興局

支援による効果・変化

要綱作りや、会議の運営、研修

企画等の県振興局の伴走的な支

援が地域と県による協働の取組

として理解されており、円滑な

取組につながっている。

こうした支援のプロセスを通し

て、属人的な取組に依らない仕

組みとしての相談支援体制の重

要性の理解が浸透している。

・連絡調整会議の再編プロセスを通じて、各市町村職員や各基幹
相談支援センター職員、専門アドバイザーの連携の仕組み作り
を推進

・下越圏域の取組を参考に他圏域に横展開していくことを検討

取組の工夫点・
今後に向けての

取組

下越圏域障害者地域生活支援連絡調整会議（新発田市、村上市、胎内市、聖籠町、関川村、粟島浦村）支援対象

・アドバイザーの個人的ネットワークや意欲に依存する形ではなく、組織として安定的、持続的に同
様の連携やネットワーク体制が維持され、より効果的に地域づくりを推進できる体制を構築する必
要があった。

・連絡調整会議設置要綱の作成や研修企画や実施方法を県が基幹相談支援センターや委託相談と協働
で作成するプロセスをきっかけに、各基幹相談支援センター職員、各市町村職員や専門アドバイ
ザーとの連携の仕組みづくりに取り組んだ。

支援のきっかけ

下越圏域の取組県の取組

・連絡調整会議の「相談支援部会」
において検討、体系的に作成

・要綱や通知作成等の行政事務に関
する支援 （地域福祉課）

Ｒ４年４月
～

・地域課題の整理、共有やそれに基
づいた研修、会議内容の発案

・下越フォーラム等のイベント実施
によるネットワークの強化

・ネットワークづくりと事業デザイ
ン （研修、会議の内容整理等）
に関する支援 （地域保健課）

都道府県の取組

＜連絡調整会の設置要綱等の作成＞
・連絡調整会議の事務局である新発田地域振興局健康福祉環境部地域福
祉課は、一般的なひな形の提供ではなく、基幹相談支援センターと丁
寧に協議する中で設置要綱等を作成

＜ネットワーク構築、事業デザイン＞
・ネットワーク作りや事業デザインについての枠組み作りに協力
・特に研修や会議の内容整理について、基幹相談支援センター、地域生
活支援拠点等、地域の関係者の話を聞きながら設計

Ｒ４年度
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